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第２章 環境の状況と対策
Ⅱ　安心、安全な生活環境と生物の多様性が確保された
自然共生社会づくり

目標と進捗状況

安全な大気環境や身近な生活環境の保全第６節

指標 目標設定時 直近値 最終目標値

微小粒子状物質（PM２.５）＊の濃度 １０.３μg/㎥
（R２年度）

９.７μg/㎥
（R４年度）

１０.０μg/㎥
（R８年度）

建築物の解体等現場における大気環境
中の石綿＊濃度１本/L以上の現場数

１
（R２年度）

０
（R４年度）

０
（R８年度）

化学物質管理に関連する研修会の参加
事業所数（累計）

４９３事業所
（R２年度）

８９８事業所
（R４年度）

７２０事業所
（R８年度）

微小粒子状物質（PM2.5）
ハイライト表示
大気中に浮遊する物質のうち、粒径2.5μm（マイクロメートル：μm＝100万分の1m）以下の小さな物質。肺の奥深くまで入りやすく健康への影響も大きいと考えられている。

石綿
ハイライト表示
天然に存在する繊維状鉱物で、アスベストとも呼ばれる。安価で丈夫なため、昭和30年（1955年）頃から多くの建築物等に使用されていたが、石綿の粉じんを吸い込むと肺がんや中皮腫を発症するおそれがあり、平成18年（2006年）9月以降原則として使用が禁止されている。
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１　安全な大気環境の確保
▪大気の汚染の監視（常時監視）
　本県及び市※１が管理する一般環境大気測定局及び自動車排出ガス測定局で大気汚染状況を常時監視しました。併せて、有害大気汚
染物質の大気中の濃度を月に一回測定しました。
　光化学オキシダントを除き、環境基準が定められている物質※２について、全ての測定局及び測定地点で環境基準＊を達成しました。

主な実施施策
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図６―２　二酸化窒素濃度の推移
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図６―１　二酸化硫黄濃度の推移

環境基準
ハイライト表示
環境基本法に基づき「大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」と定めている。ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法で定めている。これは、行政上の政策目標として定められているもので、公害発生源を直接規制するための基準（いわゆる規制基準）とは異なる。

市
ハイライト表示
さいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市、草加市、戸田市（有害大気汚染物質調査については、草加市及び戸田市を除く）

環境基準が定められている物質
ハイライト表示
大気汚染物質については、二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、光化学オキシダント、微小粒子状物質、浮遊粒子状物質の6項目は環境基準が定められている。　有害大気汚染物質については、ベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、ジクロロメタンの4項目に環境基準が定められている。
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図６―５　光化学オキシダント濃度の推移
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図６―７　常時監視測定局配置図



63

安全な大気環境や身近な生活環境の保全第６節

▪工場・事業場に対する規制遵守指導
　大気汚染防止法、埼玉県生活環境保全条例に基づき、焼却炉やボイラー、ベルトコンベアなどの施設を設置する工場や事業場は、そ
れらの施設の規制基準を遵守しなくてはなりません。
　大気汚染による人への健康被害を未然に防止するため、これらの工場や事業場に立入検査などによる法令の遵守状況の確認と指導を
行いました。

表６―２　大気汚染防止法及び埼玉県生活環境保全条例に基づく
立入検査及び行政措置数

※１　さいたま市、川越市、熊谷市、川口市、所沢市、春日部市、上尾市、草加市、
越谷市及び久喜市が実施した立入検査数。なお、さいたま市は市条例での実施分を
含む。また、所沢市は市条例で実施している焼却炉を含む。
※２　粉じん発生施設の立入検査数は、特定粉じん（石綿）排出等作業に係るものは
含まない。

立
入
検
査
等

大気汚染防止法及び埼玉県生活環境保全条例

ばい煙発生
施設

粉じん発
生施設

揮発性有機化
合物排出施設

指定
炭化水素類
発生施設

有害
大気汚染物質
規制事業所

水銀
排出施設 合計

立
入
検
査
数

排
出
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ス
等
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査
数
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政
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［
注
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］

立
入
検
査
数
※
２

行
政
指
導
［
注
意・勧
告
］

立
入
検
査
数

揮
発
性
有
機
化
合
物
の
検
査
数

行
政
指
導
［
注
意・勧
告
］

立
入
検
査
数

行
政
指
導
［
注
意・勧
告
］

立
入
検
査
数

有
害
大
気
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排
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検
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行
政
指
導
［
注
意・勧
告
］

立
入
検
査
数

行
政
指
導
［
注
意・勧
告
］

県 ８５８ １０５ １ ７４４ ０ ８０ ２３ １ ２１７ １ ６４ １６ ０ ６５ １０ ０ ２,０２８ ３

市※１ ７５８ ９９ ２ ４３８ ０ ５ １ ０ ４８３ ０ ２２ １２ １ １９ ９ ０ １,７２５ ３

合計 １,６１６ ２０４ ３ １,１８２ ０ ８５ ２４ １ ７００ １ ８６ ２８ １ ８４ １９ ０ ３,７５３ ６

（令和４年度）

表６―１　大気汚染防止法及び埼玉県生活環境保全条例に
基づく届出施設数

ばい煙
発生施設

大気汚染防止法 埼玉県生活環境保全条例
うち焼却炉 うち焼却炉

県 ４,０６９ １３１ ８９４ ８３１
市※ ２,３０６ ７１ ３９５ ３７８
合計 ６,３７５ ２０２ １,２８９ １,２０９

※さいたま市、川越市、熊谷市、川口市、所沢市、春日部市、上尾市、
草加市、越谷市及び久喜市が所管する施設数。なお、さいたま市は
市条例での届出分を含む。また、所沢市は市条例で届出している焼
却炉を含む。

（令和４年度）
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▪微小粒子状物質（PM２.５）＊対策の推進
　PM2.5による健康被害の未然防止を目的として、原因物質である
VOC排出抑制のための取組、PM2.5の発生源調査及び近県※と各県
政令市との広域的な調査・対策の推進を行いました。

▪揮発性有機化合物（VOC）＊対策など光化学スモッグ＊による健
康被害の未然防止
　緊急時は、光化学スモッグ注意報等の発令や注意喚起を行い、大
気汚染の状況を広く県民に周知しています。
　併せて、ばい煙やVOCの排出削減への協力を事業者に求めてい
ます。

▪ディーゼル車運行規制＊（一部のディーゼル車に限る）の実施や
アイドリングストップ＊の指導

　ディーゼル車運行規制の遵守徹底を図るため、幹線道路での車両
検査やビデオ調査を実施し、埼玉県生活環境保全条例に基
づく粒子状物質の排出基準に適合していないディーゼル車
に対し指導を行いました。
　また、アイドリングストップの遵守徹底を図るため、ア
イドリングストップの実施を県民に対し呼びかけるととも
に、県民からの相談・通報に適切に対応しました。
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図６―９　光化学スモッグ注意報発令日数と健康被害届出人数

表６―３　車両検査及びビデオ調査の実績 （令和４年度）

車両検査及びビデオ調査の種類 検査台数 適合車 適合率（％）
路上検査 走行車両を止めて行う検査 ３４ ３４ １００％
ビデオ調査 ビデオカメラで走行車両を撮影して行う調査 ５,２４２ ５,１７０ ９８.６％

合　　計 ５,２７６ ５,２０４ ９８.６％

微小粒子状物質（PM2.5）
ハイライト表示
大気中に浮遊する物質のうち、粒径2.5μm（マイクロメートル：μm＝100万分の1m）以下の小さな物質。肺の奥深くまで入りやすく健康への影響も大きいと考えられている。

揮発性有機化合物（VOC）
ハイライト表示
VOCはVolatile Organic Compoundsの略。炭素を含む化合物のうち、揮発しやすく大気中で気体となる性質を持つ化合物の総称。塗料、インクなどに含まれ、微小粒子状物質や光化学オキシダント等の原因物質である。

光化学スモッグ
ハイライト表示
光化学オキシダントは、工場や自動車の排出ガス等に含まれる窒素酸化物や揮発性有機化合物が太陽の紫外線で光化学反応を起こすことにより発生する有害な酸化性物質。この濃度が高くなり、白くもやがかかったようになった状態が光化学スモッグと呼ばれる。光化学スモッグが発生すると、眼や喉などの粘膜に対する健康被害を及ぼすほか、植物への悪影響をもたらす。

ディーゼル車運行規制
ハイライト表示
軽油を燃料とする、用途が「貨物」・「乗合」・「特種」の自動車のうち、一部の型式の自動車を対象とし、規制対象車両の埼玉県内の走行を禁止するもの。ただし、県が指定した粒子状物質減少装置を装着すれば走行が可能になる。

アイドリングストップ
ハイライト表示
自動車の駐停車時にエンジンを止めること。埼玉県生活環境保全条例により信号待ちや交通混雑により停止する場合等を除き、運転者に義務付けられている。また、一定規模以上の駐車場の設置者や管理者には、利用者に向けた周知看板の掲出等が義務付けられている。

近県
ハイライト表示
茨城県、栃木県、群馬県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、静岡県
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２　環境リスク＊の低減
▪建物解体現場などにおける石綿＊飛散防止対策の推進
　石綿の繊維状の鉱物で吸引により肺がん等の病気を引き起こすお
それがあると知られています。石綿繊維が飛散しやすい吹付け石綿
等の除去作業については、全て立入検査を実施し、飛散防止を指導
しました。このうち１４か所では、除去作業周辺の石綿濃度を測定し、
石綿の飛散の有無を確認しました。

▪化学物質に関する情報公開や事業者の環境コミュニケーション＊

活動の促進
　事業者による環境コミュニケーション活動を促進するために、事
業者を対象とした環境コミュニケーション研修会の開催や、事例集及びガイドブックを配布するなど、事業者の支援を進めています。
令和４年度までに本県が把握しただけでも、延べ３９５事業所が環境コミュニケーションを実施しています。

表６―４　吹付け石綿等除去作業の届出数及び立入検査数
（令和４年度）

吹付け石綿等除去作業の届出数
（大気汚染防止法）

立入
検査数

行政
指導数

県 ５１ ８２ ０
市※ ９０ １２４ ０
合計 １４１ ２０６ ０

※さいたま市、川越市、熊谷市、川口市、所沢市、春日部市、上尾市、
草加市、越谷市及び久喜市の１０市

図６―１０　環境コミュニケーションの効果

写真６―１　事業者による環境コミュニ
ケーション風景

環境リスク
ハイライト表示
人の活動などによって環境に加えられる負荷が、環境を経由して人の健康や動植物の生息又は生育に悪い影響を及ぼす可能性のこと。化学物質の環境リスクは、化学物質自体の有害性の程度と、呼吸や飲食、皮膚接触などによりどれだけ化学物質に接したか（暴露量）によって決まる。

石綿
ハイライト表示
天然に存在する繊維状鉱物で、アスベストとも呼ばれる。安価で丈夫なため、昭和30年（1955年）頃から多くの建築物等に使用されていたが、石綿の粉じんを吸い込むと肺がんや中皮腫を発症するおそれがあり、平成18年（2006年）9月以降原則として使用が禁止されている。

環境コミュニケーション
ハイライト表示
事業者、住民、行政などの関係者が、化学物質など環境に関する情報を共有し、意見交換をすることにより相互理解を深める活動のこと。　住民の事業所に対する不安の解消や化学物質の排出抑制に繋がる。主な内容は、事業者の事業内容、環境活動報告、工場見学、意見交換会である。参加者は地域住民、事業者、行政、環境NPOなどである。
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▪化学物質の適正管理と災害対策の促進
　事業者による化学物質の適正管理・災害対策を促進するため、研修会を開催しており、令和４年度までに８９８事業所が参加しています。
　令和３年度の化学物質の届出排出量は５,４１１t/年と、集計を開始した平成１３年度から約７５％減少し、化学物質の排出削減が着実に進
んでいます。

図６―１１　埼玉県における化学物質届出排出量の推移
（経済産業省・環境省　令和５年３月公表値）
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写真６―２　化学物質の適正管理に関する研修会風景
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▪ダイオキシン類＊対策の推進
　ダイオキシン類対策特別措置法に基づき本県及び市※１が実施し
た大気の調査では、全ての測定地点で環境基準※２を達成しました。
公共用水域の調査では、一部の地点※３で環境基準を超過しました。
　また、地下水及び土壌の調査では全ての地点で環境基準を達成し
ました。
　工場及び事業場について本県では７施設の行政測定を実施し、排
出基準の遵守徹底を図りました。
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図６―１２　大気中のダイオキシン類濃度の推移

写真６―３　排出ガス中のダイオキシン類濃度の測定

表６―５　ダイオキシン類による汚染状況の常時監視調査結果
測定場所 測定地点数 環境基準超過地点数

大気 １９ ０

公共用水域 河川水質 ３３ ８
河川底質 ２７ １

地下水 １２ ０
土壌 ２７ ０

ダイオキシン類
ハイライト表示
炭素・酸素・水素・塩素を含む物質が燃える時などに副生成物として生じる物質で、毒性が強いものがある。

市
ハイライト表示
さいたま市、川越市、川口市、所沢市、越谷市

環境基準
ハイライト表示
大気及び水質（水底の底質を除く）の基準値は年間平均値であり、それぞれ0.6pg-TEQ/㎥以下、1pg-TEQ/L以下である。また、水底の底質は150pg-TEQ/g以下、土壌は1000pg-TEQ/g以下と定められている。

一部の地点
ハイライト表示
河川水質については綾瀬川（4地点：手代橋、槐戸橋、綾瀬川橋、上綾瀬橋）、伝右川（1地点：伝右橋）、古綾瀬川（2地点：松江新橋、弁天橋）、新方川（1地点：昭和橋）河川底質については伝右川（1地点：伝右橋）
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▪放射性物質の監視、測定
　県内に設置したモニタリングポストで、空間放射線量を連続
測定しています。
　また、放射性物質汚染対処特措法※に基づく汚染状況重点調
査地域内（三郷市、吉川市内）の校庭や公園における空間放射
線量の定点測定を行いました。
　その他、県内の主要河川において河川水及び底質の放射性物
質の測定を行いました。
※平成二十三年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子
力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対
処に関する特別措置法

表６―７　空間放射線量の測定結果
（令和４年度）

市町村名 測定場所 測定値（μSv/h）
三郷市 県営みさと公園 ０.０６７～０.０７９
吉川市 県立吉川美南高等学校 ０.０６２～０.０６９

※年２回測定

表６―６　モニタリングポストによる測定結果
（令和４年度）

市町村名 場所 空間放射線量
年平均値（μSv/h）

追加被ばく線量※

（mSv/y）
さいたま市 埼玉県庁 ０.０４３ ０.０１６
熊谷市 熊谷地方庁舎 ０.０４７ ０.０３７
秩父市 秩父地方庁舎 ０.０４６ ０.０３２
加須市 環境科学国際センター ０.０４７ ０.０３７
狭山市 狭山保健所 ０.０４１ ０.００５
三郷市 三郷高等学校 ０.０６７ ０.１４２

※追加被ばく線量は、空間放射線量から自然放射線量分（０.０４μSv/h）を
控除した上で、屋外８時間、屋内１６時間（遮蔽効果０.４）で換算した。
　国は追加被ばく線量を１ミリシーベルト/年（mSv/y）以下になること
を長期的な目標としている。

表６―８　河川水の放射性物質測定結果

河川名 地点 採取日 放射性セシウム１３４
（Bq/L）

放射性セシウム１３７
（Bq/L）

荒　　川 中津川合流点前 令和４.１１.７ 不検出（検出下限値０.４７）不検出（検出下限値０.５０）
中　　川 道　　橋 ４.１１.９ 不検出（検出下限値０.３４）不検出（検出下限値０.４２）
元 荒 川 渋 井 橋 ４.１１.９ 不検出（検出下限値０.５５）不検出（検出下限値０.５１）
新河岸川 いろは橋 ４.１１.１１ 不検出（検出下限値０.５３）不検出（検出下限値０.４６）
元小山川 新 泉 橋 ４.１１.１０ 不検出（検出下限値０.５４）不検出（検出下限値０.４２）

表６―９　底質の放射性物質測定結果

河川名 地点 採取日 放射性セシウム１３４
（Bq/kg）

放射性セシウム１３７
（Bq/kg）

荒　　川 中津川合流点前 令和４.１１.７ 不検出 不検出
中　　川 道　　橋 ４.１１.９ 不検出 １３
元 荒 川 渋 井 橋 ４.１１.９ 不検出 ２５
新河岸川 いろは橋 ４.１１.１１ 不検出 ３６
元小山川 新 泉 橋 ４.１１.１０ 不検出 ３２
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３　身近な生活環境の保全
▪土砂の不適正なたい積の防止
　県民生活の安全の確保及び生活環境の保全を図るため、「埼玉県の土砂の排出、たい積等の規制に関する条例」に基づき、崩落事故
等につながる土砂の不適正なたい積を防止することを目的に、たい積の許可申請の審査、排出の届出の受理、たい積場所の現地調査、
ドローンを活用した測量、監視員等によるパトロールを実施しました。

▪騒音・振動・悪臭対策の推進
・環境基準＊などの適合状況の調査（航空機騒音、自動車交通騒音、新幹線鉄道騒音・振動）
（１）航空機騒音
　入間飛行場及び横田飛行場周辺の航空機騒音の実態を把握するため、８地点で１年を通じて測定を行いました。令和４年度は８地点
中７地点で環境基準を満たしていました。
　また、令和４年度は、県と県内の基地周辺１４市町で構成する埼玉県基地対策協議会や、米軍基地等が所在する１５都道府県で構成する
渉外関係主要都道府県知事連絡協議会（渉外知事会）を通じて、防衛省、外務省などの関係機関に対して、航空機騒音の軽減及び防音
工事対象施設や対象区域の拡大といった騒音対策の拡充などを要望しました。

（２）自動車交通騒音
　自動車交通騒音の実態を把握するため、町村の路線を計画的に調査しました。令和４年度は３路線、総延長７.０kmの国道及び県道で
環境基準の適合状況を調査して、調査区間３路線中１路線で環境基準を満たしていました。

（３）新幹線鉄道騒音及び振動
　東北新幹線及び上越新幹線鉄道沿線の実態を把握するため、周辺の１２地点で調査を行いました。令和４年度は、騒音については１２地
点中９地点で環境基準を満たし、振動については全地点で指針値以下でした。
　また、東北・上越・北陸新幹線、高速自動車道公害対策１０県協議会を通じて、東日本高速道路株式会社に対し、遮音壁の設置や諸調
査の実施等の騒音防止対策を要望しました。
・市町村職員に対する研修などの実施
　騒音・振動・悪臭に関する届出受理、事業者指導その他の事務の権限を持つ市町村を支援するため、新規に担当となった市町村職員
が対応方法などを習得できるように令和４年度市町村騒音・振動・悪臭担当職員研修会をオンライン形式で実施しました。

環境基準
ハイライト表示
環境基本法に基づき「大気の汚染、水質の汚濁、土壌の汚染及び騒音に係る環境上の条件について、それぞれ、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準」と定めている。ダイオキシン類については、ダイオキシン類対策特別措置法で定めている。これは、行政上の政策目標として定められているもので、公害発生源を直接規制するための基準（いわゆる規制基準）とは異なる。
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▪事業所における公害防止体制の整備
・工場・事業場における公害防止組織の整備
　大気汚染、水質汚濁、騒音、振動などによる公害発生の防止を徹底するため、工場・事業場における公害防止のための管理体制の整
備を促進しました。また、埼玉県生活環境保全条例に基づき、公害防止主任者＊資格認定講習を実施し人材育成を図りました。
・公害防止管理者・主任者向け公害防止組織アップデート研修の実施
　工場・事業場が選任した公害防止管理者や公害防止主任者の資格取得後の資質向上を図り、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動などの
公害防止をより徹底させるため、一般社団法人産業環境管理協会と共催で公害防止組織アップデート研修を実施し、担当者の資質向上
を図りました。

▪公害苦情・紛争の適正な対応
・公害苦情処理の適正な対応
　県民からの公害苦情については、公害紛争処理法に基づく公害苦情相談員制度の活用、市町村との連携などにより対応しています。
・公害紛争処理法に基づく適正な対応
　公害に係る紛争について、公害紛争処理法に基づき埼玉県公害審査会を設置し、あっせん、調停、仲裁の手続を行っています。
　令和４年度は１件の事件が終結しました。

表６―１１　埼玉県公害審査会が扱った公害紛争の
公害の種類別受付件数

公害の種類 調　停 仲　裁
騒音・振動 ６６
大 気 汚 染 １５ １
水 質 汚 濁 １
地 盤 沈 下 ３
悪 臭 ７
土 壌 汚 染 ２
合 計 ９４ １

表６―１０　埼玉県公害審査会が扱った公害紛争件数の推移

年度
区　　分

あっせん 調　停 仲　裁
受付 終結 未済 受付 終結 未済 受付 終結 未済

平成３０ ０ ０ ０ ２ ２ １ ０ ０ ０
令和元 ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０

２ ０ ０ ０ ２ ０ ２ ０ ０ ０
３ ０ ０ ０ １ ３ ０ ０ ０ ０
４ ０ ０ ０ ２ １ １ ０ ０ ０

昭和４５から
の累計 ０ ０ ９４ ９３ １ １

公害防止主任者
ハイライト表示
公害防止管理者（※）の選任要件よりも規模が小さい工場、若しくは公害防止管理者の選任義務が課されない事業場における公害防止体制の整備を図るため、埼玉県生活環境保全条例に基づき一定規模以上の施設を有する工場・事業場において選任が義務付けられている者。　※「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」に基づき、一定規模以上の製造業等の工場において選任が義務付けられている者。




